
社会経済の姿（将来フレーム）(その1)

項目 将来像 出典

世界総人口
国連の2004年人口予測（中位推計）によれば、世界人口は2005年時点で約
65億人と推計されるが、今後も増加を続け、2030年には約81億人、2050年
には約91億人に達すると見込まれている。

World Population
Prospects: The 2004

Revision

世界経済
内閣府「日本21世紀ビジョン」によれば、2030年までの成長率は、それぞ
れ、アメリカ3.0%、ユーロ圏1.8%である。特にアジアでは2030年までの平均で
中国6.8%、インド4.0%と先進国に比べて高い成長が見込まれる。

日本21世紀ビジョン他

日本総人口と地域別人口

2006年（中位推計）にピークに達した後減少期に転じ、2050年には1億59万
人と予想されている。今後50年間の人口増減率は、いずれの地域も人口減
少を示す中で、とりわけ地方圏の中枢・中核都市の一時間県外の市町村
（2000年の全国人口比で約一割）において、3割以上の大幅な人口減少が見
込まれる。

社会保障・人口問題研究
所推計値から国土計画局

推計

世帯数
一般世帯総数は、2015年にピークを迎えるが、都道府県別には、2025年に
かけて44都道府県で順次減少に転じる。平均世帯人員は全都道府県で減
少し、2025年には東京で他に先駆けて2人未満(1.98)となる。

日本の世帯数の将来推計
（都道府県別推計）

日本経済
実質ＧＤＰ成長率は、2010～30年において、1.6%程度の伸び。１人当たり実
質ＧＤＰ成長率は、2010～30年において、2.0%程度の伸び。

国土計画局暫定推計値

労働力率・労働力人口

高齢者などの労働力率の高まりが、生産年齢人口（15歳～64歳）の減少を
一定程度相殺するが、高齢化の進展により、労働力率は低下する。（2004年
の約65％から2030年には約60％)
若者、女性、高齢者等がより多く働くことが可能になることにより、労働市場
への参加が進んだ場合には、2015年には6535万人に、2030年には6109万
人になると推計されている。

雇用政策研究会報告書

４つの人口（情報交流人口、
交流人口、二地域居住人
口、定住人口）

情報交流人口は、2005年には約35万人と推計される。交流人口では、訪日
外国人旅行者が2004年には614万人であり、2010年には1000万人を目標と
している。二地域居住人口は、2005年には、約100万人であると推計されて
いるが、2030年には、約1080万人になるとイメージされている。

国土計画局等推計値

産業構造
（産業別GDP)

世界的にはアジアの製造業の生産の伸びが高い（年率6.1%程度）が、日本
の製造業も高い生産性の伸び（同2.8%程度）に支えられて増加（同0.8%)。非
製造業は、所得の増加がサービスの需要を伸ばすことから、製造業を上回
り増加する（同1.5%程度）。産業別のＧＤＰに占める非製造業の割合が上昇
（製造業は2000年の約24%から2030年には約20%、非製造業は、2000年の約
76%から約80%)。

日本21世紀ビジョン

就業構造
（分配所得ベース）

製造業がイノベーションを反映し、より労働節約的になるため、非製造業の
雇用に占める割合が増大（製造業は2000年の約20%から2030年には約9%、
非製造業は約80%から約91%)

日本21世紀ビジョン

労働者の生涯可処分時間

労働者の生涯可処分時間は、2002年には18.3万時間程度であったが、2030
年には20.5万時間程度となり、約12％程度増加する。
（注）生涯可処分時間：職業生活に入ってから（22歳以降）健康寿命（2030年
80歳）までの間の全時間から、労働時間（通勤時間含む）、睡眠時間、家事・
育児・介護時間等を除いた時間。

日本21世紀ビジョン

高齢者運転免許保有率

高齢者（65歳以上）の運転免許保有率は、2000年では25%であるが、2030年
には78%、2050年には、93%になると推計される。また、75歳以上の高齢者に
ついては、2000年では11%であるが、2030年には68%、2050年には、91%にな
ると推計される。

国土計画局暫定推計値
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1-1. 世界総人口と主要国の人口の長期的推移
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（出典）全世界、アメリカ、中国、インド、ヨーロッパ：United Nations Population Division「World Population Prospects: The 2004 Revision」
日本：社会保障・人口問題研究所推計値の中位推計値。
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1-2. 世界総人口と主要国の人口の長期的推移

（出典）United Nations Population Division “World Population Prospects:The2004 Revision”

国連推計による世界の各地域別人口の推移

（単位：万人）

世界人口 ｱｼﾞｱ ﾖｰﾛｯﾊﾟ 中南ｱﾒﾘｶ・ｶﾘﾌﾞ 北ｱﾒﾘｶ ｵｾｱﾆｱ ｱﾌﾘｶ

1950年 251,947 139,625 54,741 16,732 17,162 1,281 22,407

2000年 608,557 367,580 72,846 52,293 31,497 3,095 81,247

2050年 907,590 521,720 65,332 78,290 43,795 4,757 193,695

00-50年増減 299,033 154,140 -7,514 25,997 12,298 1,662 112,449

（参考）

増減理由
主要国

（単位：億人）

ｲﾝﾄﾞ：5.72
中国：1.18
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ﾛｼｱ：-0.35
ｳｸﾗｲﾅ：-0.23

ﾌﾞﾗｼﾞﾙ：0.79
ﾒｷｼｺ：0.39
ｺﾛﾝﾋﾞｱ：0.24
ﾍﾞﾈｽﾞｴﾗ：0.18

ｱﾒﾘｶ：1.11
ｶﾅﾀﾞ：0.12
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1-3. 世界総人口と主要国の人口の長期的推移

（出典）United Nations Population Division “World Population Prospects:The2004 Revision”

国連推計による世界の各地域別人口の推移
（UNIT:1000）

1950 1975 2000 2025 2050

東アフリカ 64,986 125,811 255,681 447,683 678,716

中央アフリカ 26,332 46,987 96,040 184,332 303,349

北アフリカ 53,302 97,863 175,051 255,959 311,893

南アフリカ 15,624 29,302 52,069 55,136 56,004

西アフリカ 63,823 115,861 233,624 401,381 586,989

東アジア 670,985 1,096,726 1,479,233 1,651,971 1,586,704

中央・南アジア 496,092 876,102 1,484,624 2,098,694 2,495,028

東南アジア 178,073 321,293 518,867 678,347 752,254

西アジア 51,104 101,097 193,075 299,119 383,216

カリブ 17,027 27,121 37,456 44,663 46,438

中央アメリカ 37,299 79,155 136,039 185,678 209,557

南アメリカ 112,995 216,173 349,434 466,200 526,907

北アメリカ 171,615 243,417 314,968 388,032 437,950

東ヨーロッパ 220,199 285,700 304,636 267,149 223,539

北ヨーロッパ 77,293 88,211 94,157 101,674 105,602

南ヨーロッパ 108,996 132,472 146,081 148,866 138,716

西ヨーロッパ 140,916 169,165 183,589 189,546 185,467

オセアニア 12,806 21,285 30,949 40,809 47,572

３



2-1. 世界経済

（出典）内閣府「日本21世紀ビジョン」
４



2-2. 世界経済

（出典）内閣府「世界経済の潮流（2004秋）」、世界銀行「Global Economic Prospects 2003」

（注） 1. 実質ＧＤＰ（1995年価格）の平均成長率。
2. 東アジア・大洋州は中国、タイ、マレーシア、インドネシア等を含み、中国が

ＧＤＰの約７割を占める。
3. 南アジアはインド等を含み、インドがＧＤＰの約８割を占める。
4. 2005年から2015年までの中東・北アフリカ及びサハラ以南のアフリカの成長率見通しは、

それぞれ3.2%、3.7%である。

世界銀行による成長率見通し（2003～2015年）

５



2-3. 世界経済(民間研究機関等の予測値）

（出典）経済協力開発機構「2020年の経済」(1997年)

日本経済研究センター「2020年のアジアの産業競争力」(1999年12月）

電力中央研究所「日本経済破綻か成長か－2025年へのシナリオ」（2004年4月）

世界・地域 米国 中国 日本

経済協力開発機構
2001-10：3.0%
2010-20：2.7%

2001-10：2.7%
2010-20：2.6%

2001-10：8.2%
2010-20：7.2%

2001-10：2.9%
2010-20：2.3%

日本経済研究センター
2006-10：2.0%
2010-15：2.2%
2016-20：2.4%

2006-10：6.8%
2010-15：7.7%
2016-20：8.0%

2006-10：1.7%
2010-15：2.0%
2016-20：2.1%

電力中央研究所
1998-25：2.4% (61ヶ国）
　　　　　..：1.3% (OECD24)

1.2% 4.0% 0.9%

６



2-4. 世界経済

（出典）世界銀行「Global Economic Prospects 2005」

1.東アジア・太平洋州は、中国、タイ、マレーシア、インドネシア等を含み、中国がGDPの約7割を占める。
2.南アジアはインド等を含み、インドがGDPの約8割を占める。
3.2006年から2015年までの中東・北アフリカ及びサハラ以南のアフリカの1人あたり実質GDP成長率見通しは、

それぞれ2.6%、1.6%となる。

世界銀行による1人あたり実質GDP成長率見通し
（2006～2015)
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(平均年率、%)

（注）
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（年）

3-1. 全国総人口

（出典） 総務省「国勢調査報告」、同「人口推計年報」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成14年１月推計）」、
国土庁「日本列島における人口分布変動の長期時系列分析」（1974年）をもとに国土交通省国土計画局作成。

我が国の総人口は、2006年をピークに減少に転じ、2050年には１億59万人と予測されている（中位

推計の場合）。
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（出典) 総務省「国勢調査報告」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成14年１月推計）」をもとに国土交通省国土計画局作成。
（注） １．東京圏：埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県 名古屋圏：岐阜県、愛知県、三重県 関西圏：京都府、大阪府、兵庫県、奈良県

地方中枢・中核都市とは、地方圏(上記三大都市圏以外の地域）にあって「都道府県庁所在市または人口30万人以上」かつ「昼夜間人口比１以上」の都市と
した（2000年国勢調査による）。１時間圏とは、1998年10月現在の交通ネットワークで新幹線と特急を除く鉄道と道路の利用を前提とし、市町村単位に設定
したもの。なお、各市町村の起点終点はそれぞれ市町村役場である。

２．2025年、2050年の人口は国土計画局推計値。推計は、国立社会保障･人口問題研究所｢日本の将来推計人口(平成14年1月推計)」の中位推計をもと
にした。人口移動については、過去の趨勢に沿って移動率が減少していくと仮定した。
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3-2. 地域別の人口減少率（ 2000年～2025年、2000年～2050年）

地方圏の中枢・中核都市から一時間圏外の市町村において、2050年に2000年比で３割以上の大

幅な人口減少が見込まれる。
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4. 都道府県別 一般世帯総数の推移

一般世帯総数は、2015年にピークを迎え、2025年にかけて44都道府県で順次減少に転じると予測

されている。

（出典）国立社会保障・人口問題研究所「日本の世帯数の将来推計（都道府県別推計）」（平成17年8月推計）をもとに国土交通省国土計画局
作成。

：一般世帯総数がピークの年 ：一般世帯総数の減少局面 ：一般世帯総数の増加局面

（単位：1,000世帯）

北海道 青森 岩手 宮城 秋田 山形 福島 茨城 栃木 群馬 埼玉 千葉 東京 神奈川 新潟 富山

2000年 2,278 504 475 832 388 376 686 984 666 691 2,470 2,164 5,371 3,318 792 356
2005年 2,345 525 491 876 397 384 711 1,038 704 726 2,658 2,301 5,712 3,527 818 370
2010年 2,352 535 497 900 395 384 722 1,071 727 744 2,780 2,380 5,907 3,644 826 375
2015年 2,321 536 495 914 386 378 722 1,086 739 750 2,855 2,421 6,012 3,700 822 373
2020年 2,259 531 489 921 374 369 716 1,088 743 749 2,890 2,432 6,051 3,710 810 369
2025年 2,176 521 481 923 360 360 706 1,080 741 742 2,889 2,416 6,038 3,685 794 362

2,352 536 497 923 397 384 722 1,088 743 750 2,890 2,432 6,051 3,710 826 375

石川 福井 山梨 長野 岐阜 静岡 愛知 三重 滋賀 京都 大阪 兵庫 奈良 和歌山 鳥取 島根

2000年 407 258 308 756 678 1,279 2,523 635 439 1,015 3,455 2,035 485 380 200 257
2005年 420 268 321 789 707 1,343 2,655 663 473 1,052 3,573 2,147 510 390 208 262
2010年 424 271 328 805 719 1,376 2,732 678 500 1,065 3,604 2,208 525 391 211 263
2015年 423 271 331 808 720 1,384 2,775 683 522 1,064 3,580 2,233 532 385 211 260
2020年 419 269 332 805 714 1,377 2,797 680 540 1,055 3,510 2,234 532 376 210 254
2025年 411 265 329 798 703 1,357 2,791 673 554 1,035 3,401 2,214 527 363 208 248

424 271 332 808 720 1,384 2,797 683 554 1,065 3,604 2,234 532 391 211 263

岡山 広島 山口 徳島 香川 愛媛 高知 福岡 佐賀 長崎 熊本 大分 宮崎 鹿児島 沖縄 全国

2000年 690 1,096 582 288 364 565 319 1,907 278 543 645 452 437 714 440 46,782
2005年 710 1,133 595 296 375 581 330 2,002 287 556 671 463 454 744 479 49,040
2010年 715 1,143 593 298 378 583 332 2,048 290 554 683 463 459 755 508 50,139
2015年 712 1,135 580 296 375 576 329 2,066 290 544 685 457 455 752 530 50,476
2020年 705 1,114 562 291 369 563 322 2,065 287 527 682 446 447 742 545 50,270
2025年 694 1,087 539 285 361 546 314 2,050 283 507 672 433 436 729 555 49,643
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人口減少・高齢化(7)6-1. 労働力人口の将来予測

労働力人口は、2004年は6,642万人であるが、2015年には6,535万人、2030年には6,109万人と予

測されている（労働市場への参加が進むケース）。

（出典）厚生労働省「雇用政策研究会報告書（H17年7月）」をもとに、国土交通省国土計画局作成。
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6-2. 労働力率の将来予測

（注）労働力率=労働力人口（就業者及び失業者）/人口

（出典）厚生労働省「雇用政策研究会報告書（H17・7)」をもとに、国土交通省国土計画局作成。

労働市場への参加が進むケースにおいても、高齢化の進展により労働力率は低下する。

労働力率の将来推計
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7. ４つの人口（情報交流人口、交流人口、二地域居住人口、定住人口）

～「一人４地域人（複属地域人）社会」～

１５

0
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12500
15000
17500
20000
22500

1985 1997 2001 2002 2003 2004 2005 2010 2030

（万人）

情報交流人口実数（総数・市区町村人口規模別内訳）
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2001 2002 2003 2004 2005

30 万人以上（42件） 10万人～30万人未満（46件）
５万人～10万人未満（53件） 1万人～５万人未満（197件）
１万人未満（148件） 総計（486件）

３.二地域居住人口（現状推計と将来イメージ）

２.交流人口（推移と将来イメージ） ４.定住人口（長期的推移）

（出典） 国土交通省「観光白書」、内閣府「日本 ２１世紀ビジョン」、総理府「観光の状況に関する年次報告」、
国際観光振興機構「２００４年 訪日外客数・出国日本人人数の動向」をもとに国土交通省国土計画局作成。
２００４年までは実数。２００５年は国土交通省総合政策局想定。
２０１０年は目標、２０３０年は将来ビジョンとして設定（「日本 ２１世紀ビジョン」より）
※一日交流可能人口：全国主要都市間で日帰り（概ね片道３時間）で面会可能な人口 NITAS等により作成

１.情報交流人口（推移（実数））
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12,774
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1,227万人

7,199万人
（1945年）

（出典） 総務省「国勢調査報告」、同「人口推計年報」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成14年１月推計）」、
国土庁「日本列島における人口分布変動の長期時系列分析」（1974年）をもとに国土交通省国土計画局作成。
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（万人）

100万人

190万人

680万人

1,080万人

（年）（年）

（出典）国土交通省国土計画局「地方公共団体（市区町村）等に関わるインターネット住民等の『情報交流人口』の実態調査報告書」
（平成１７年３月） （出典）国土交通省国土計画局「『二地域居住』の意義とその戦略的支援策の構想」（平成１７年３月）



（出典）内閣府「日本21世紀ビジョン」

8. 我が国の産業構造と就業構造
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9-1. 生涯可処分時間

○健康寿命延長

○61～65歳労働時間

はﾊﾟｰﾄﾀｲﾏｰ並み

（1,184時間）

○大学院などへ２年

間在学

20万5400時間

程度

（23.4年程度）

18万3000時間

程度

（20.9年）

労働者の

生涯可処分時間

備考2030年2002年

生涯可処分時間

（出典）内閣府「日本21世紀ビジョン」
（注）１．「生涯可処分時間」とは、職業生活に入ってから（22歳以降）健康寿命（2030年80歳）までの間の全時間から、労働時間（通勤時間含む）、睡眠

時間、家事・育児・介護時間等を除いた時間。
2．括弧内は、可処分時間を24（時間）×365（日）で割り年換算したもの。更に2030年の年間労働時間（2002年現在：1,954時間）が、

2002年の欧米並み（1,726時間）に移行したと想定した場合は21万3,600時間（24.4年）となり、約17％増加する。

80歳程度

（84.0歳）

75.0歳

（81.8歳）

健康寿命

（平均寿命）

2030年2002年

（参考）健康寿命

（出典）内閣府「日本21世紀ビジョン」

（注）1．健康寿命とは、生活と健康の質を考慮して心身共に健康で自立している期間。健康をいかに定義するか、どのようなデータにもとづくかという課題

はあるが、世界保健機関が行った推計がある。

2．いずれも男女の単純平均。 １７



（出典）内閣府「日本21世紀ビジョン」

9-2. 生涯可処分時間

2030年には健康寿命80歳

（出典）内閣府「日本21世紀ビジョン」
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（出典）総務省統計局「国勢調査」、国立社会人口問題研究所「日本の将来推計人口」、

警察庁「運転免許統計」をもとに国土交通省国土計画局作成。

10. 高齢者運転免許保有率
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